
福島再生加速化交付金（第６４回）の交付可能額通知について 

「福島再生加速化交付金」について、本日、以下のとおり交付可能額を通知します。 

① 帰還・移住等環境整備（第５０回）・・・・・・・・・・・別添１

② 福島定住等緊急支援 【福島健康不安対策事業（第６回）】・別添２

③ 福島定住等緊急支援 【地域魅力向上・発信支援事業（第１５回）】

・・・・・・・・別添３

④ 既存ストック活用まちづくり支援（第１１回）・・・・・・別添４

⑤ 浜通り地域等産業発展環境整備事業（第５回）・・・・・・別添５

⑥ 水産業共同利用施設復興促進整備事業（第９回）・・・・・別添６

◆交付可能額について

福島県及び市町村等から提出された事業計画に対して行う交付可能額

は以下のとおりです。 

事業費 ５０，５５７百万円、国費 ３７，８１０百万円 

うち、帰還・移住等環境整備 

事業費 ４７，７２８百万円、国費 ３６，１８１百万円 

うち、福島定住等緊急支援 【福島健康不安対策事業】 

事業費    １９９百万円、国費     １９９百万円 

うち、福島定住等緊急支援【地域魅力向上・発信支援事業】 

事業費  １，６６８百万円、国費     ８３４百万円 

うち、既存ストック活用まちづくり支援 

事業費      １百万円、国費      １百万円 

うち、浜通り地域等産業発展環境整備事業 

事業費    ４８９百万円、国費    ２４４百万円 

うち、水産業共同利用施設復興促進整備事業 

事業費    ４７２百万円、国費    ３５０百万円 

※計数は精査の結果、今後変動があり得ます。

 記 者 発 表 資 料

令和７年４月１日

復 興 庁 



（１）対象区域
避難指示を受けた１２市町村等（各事業に応じて対象地域を設定）

（２）福島再生加速化交付金の主な事業内容

交付金の対象

○ 復興のステージが進むにつれて生じる新たな課題やニーズ
にきめ細かく対応する施策を支援し、福島の復興・再生を
加速化する。

（参考）「第２期復興・創生期間」以降における東日本大震災から
の復興の基本方針（令和６年３月19日）（抄）

福島の復興・再生には中長期的な対応が必要であり、第２期復
興・創生期間以降も引き続き国が前面に立って取り組む。こうし
た状況に鑑み、令和３年度からの当面10年間、復興のステージが
進むにつれて生じる新たな課題や多様なニーズにきめ細かく対応
しつつ、本格的な復興・再生に向けた取組を行う。

福島再生加速化交付金

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

○ 長期避難者の生活拠点整備、避難住民の帰還のための生
活拠点整備等に加え、移住・定住の促進、交流人口・関係
人口の拡大等に資する施策を一括して支援することにより、
被災地域の復興・再生を加速することができる。

期待される効果

資金の流れ

交付金の対象 主な事業内容

帰還・移住等環境
整備

○ 被災１２市町村への早期帰還・移住等の促進、地域の再生加速化
・生活拠点等の整備（災害公営住宅、市街地の整備等）
・放射線への健康不安・健康管理対策等（個人線量の管理等）
・営農・商工業再開に向けた環境整備（農地・農業用施設、産業団地
の整備等）

・新たな住民の移住等の促進に資する施策

長期避難者生活拠点
形成

○長期避難者向けの公営住宅整備とコミュニティ支援
・長期避難者の生活拠点の形成及び関連基盤整備等（復興公営住宅の
整備や道路等インフラ整備等）

・復興公営住宅での生活支援（コミュニティ交流員の配置等）

福島定住等緊急支援 ○子育て世帯が早期に帰還し安心して定住できる環境整備等
・子どもの運動機会確保（遊具の更新、地域の運動施設の整備等）
・基幹事業と一体となって効果を増大するソフト施策（プレイリー
ダーの養成等）

○新たな放射性薬剤の研究開発、治療実現による県民の健康不安解消
○市町村等の創意工夫による風評払拭に向けた取組を支援

既存ストック活用ま
ちづくり支援

○既存ストック（空き地・空き家等）を活用したまちづくり支援
・既存ストックの有効活用による公的施設等の整備
・復興拠点６町村における既存ストック活用策を検討・協議するため
の官民連携プラットフォームの構築、社会実験の実施

浜通り地域等産業発
展環境整備事業

○福島浜通り地域等における産業発展に向けた環境整備
・福島イノベーション・コースト構想の推進に係る交流・関係人口拡
大、取組の周知

・新規の起業、創業に向けたハンズオン支援体制の構築に向けた支援

水産業共同利用施設
復興促進整備事業

○本格的な水産業の復興に向け、被災した市町村等が所有する水産業共
同利用施設等の整備に対して支援
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福島再生加速化交付金（第６４回）《帰還・移住等環境整備第５０回》 

の交付可能額通知について 

「福島再生加速化交付金(帰還・移住等環境整備)」について、本日、以下のと
おり交付可能額を通知します。 

１．交付可能額 

事業費：４７，７２８百万円 国費３６，１８１百万円 
※福島県、４１市町村、２組合（２７２事業）に対する交付可能額。市町村等別は別紙１の

とおりです。

※計数は精査の結果、今後変動があり得ます。

２．主な交付対象事業（計数は事業費（（ ）内は国費）） 

○農山村地域復興基盤総合整備事業
・南相馬市等において、農地等の整備を行います。

《１８，５８４百万円（１４，４１４百万円）（１県６市町村６１事業）》 

○道路事業
・南相馬市等において、道路の整備を行います。

《５，９９０百万円（４，６４２百万円）（１県２事業）》 

○福島復興再生拠点整備事業
・大熊町等において、一団地の復興再生拠点の整備を行います。

《４，４５６百万円（３，３４２百万円）（２町３事業）》 

○移住・定住促進事業
・福島県及び１２市町村において、新たな住民の移住･定住の促進に資する施策を行い

ます。

《３，０８４百万円（２，３１３百万円）（１県１２市町村６８事業）》 

《別紙資料》 
・別紙１：福島再生加速化交付金（第６４回）《帰還・移住等環境整備（第５０回）》市町村等別交付可能額
・別紙２：福島再生加速化交付金（第６４回）《帰還・移住等環境整備（第５０回）》市町村等別の主な事業
・別紙３：福島再生加速化交付金（第６４回）《帰還・移住等環境整備（第５０回）》交付可能額通知対象事業一覧
・別紙４：福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）の概要

（別添１） 

 記 者 発 表 資 料 

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 

復 興 庁 

本件連絡先：復興庁加速化交付金班 

担当：北條 

電話：０３－６３２８－０２５５ 

復興庁移住・生環加速班 

担当：鳥居 

電話：０３－６３２８－０２５２ 



【別紙１】 

福島再生加速化交付金（第６４回）《帰還・移住等環境整備 

（第５０回）》市町村等別交付可能額 

  （単位：百万円） 

県及び市町村等名 事業費 交付可能額【国費】 

田  村   市 ２，０７３ １，３２９ 

南 相 馬 市 ２，０８４ １，４２６ 

川   俣   町 １，１３３ ８６３ 

広 野 町 ２８１ １９９ 

楢  葉   町 ２７９ ２１５ 

富  岡   町 ５９７ ４５４ 

川  内  村 ２８０ ２６９ 

大  熊  町 ４，０２４ ３，０２０ 

双   葉   町 ７８２ ６３１ 

浪   江   町 ６，７３９ ４，９６０ 

葛   尾   村 １３１ １０２ 

飯  舘   村 ２，３６６ １，８７９ 

福   島   市 １０６ １０６ 

郡   山   市 １４ １４ 

い わ き 市 ５４ ５４ 

白   河   市 ５ ５ 

須 賀 川 市 ８ ８ 

相   馬   市 ３５ ３５ 

二 本 松 市 ２０ ２０ 



（単位：百万円） 

県及び市町村等名 事業費 交付可能額【国費】 

伊   達   市 ９ ９ 

本   宮   市 １０ １０ 

桑   折   町 ５ ５ 

国   見 町 ２ ２ 

鏡   石   町 ０．３ ０．３ 

天   栄   村 ３ ３ 

西   郷   村 ０．５ ０．５ 

泉   崎   村  ０．５ ０．５ 

中   島   村 ０．５ ０．５ 

矢   吹 町 ８ ８ 

棚   倉   町 ８ ８ 

矢   祭   町 ２ ２ 

塙      町 ３ ３ 

鮫   川   村 ５ ５ 

石   川   町 ２ ２ 

玉   川   村 ６ ６ 

平   田   村 ０．８ ０．８ 

浅   川   町 ６ ６ 

古   殿   町 ０．５ ０．５ 

三   春   町 ９ ９ 

小   野   町 ６ ６ 

新   地   町 ０．３ ０．３ 



 （単位：百万円） 

県及び市町村等名 事業費 交付可能額【国費】 

福  島   県 ２６，５４３ ２０，４３３ 

福島地方水道 

用水供給企業団 
５ ５ 

双葉地方水道企業団 ８４ ６９ 

計 
（県、４１市町村及び２組合）

４７，７２８ ３６，１８１ 

注）計数は精査の結果、今後変動があり得ます。 

  端数処理により、合計と一致しない場合があり得ます。 



福島再生加速化交付金（第６４回）≪帰還・移住等環境整備（第５０回）≫
市町村等別の主な事業

※金額は、【事業費（うち、国費）】です。
※事業番号については、資料【別紙３】参照。

【別紙２】

大熊町

富岡町

楢葉町

○事業番号：３７（子育て支援のための拠点施設整備事業）
・地域子育て支援拠点施設整備事業

【812百万円（411百万円）】

○事業番号：４２（農業基盤整備促進事業）
・農業基盤整備促進事業 小谷地区《新規》

【27百万円（20百万円）】

〇事業番号：４９（移住・定住促進事業）
・おだかぐらしファンづくり事業  【47百万円（35百万円）】

南相馬市 

〇事業番号：４９（移住・定住促進事業）
・とみおかくらし情報発信事業   【59百万円（44百万円）】

〇事業番号：４９（移住・定住促進事業）
・川内村移住・定住支援センター設置・運営事業

【44百万円（33百万円）】

○事業番号：８（福島復興再生拠点整備事業）
・大熊町西大和久地区復興拠点等整備事業《新規》

【3,233百万円（2,425百万円）】

○事業番号：４０（農山村地域復興基盤総合整備事業）
・農業水利施設等保全再生事業 大熊地区

【589百万円（444百万円）】

〇事業番号：４９（移住・定住促進事業）
・大熊町移住定住広報事業  【103百万円（77百万円）】

川内村

〇事業番号：４９（移住・定住促進事業）
・移住定住に関する情報発信事業 【55百万円（41百万円）】

広野町

川俣町

田村市

〇事業番号：４５（木質バイオマス施設等緊急整備事業）
・木材加工流通施設等整備事業 田村地区

【1,822百万円（1,367百万円）】

〇事業番号：４９（移住・定住促進事業）
・移住定住施策運営事業（運営体制構築、東京リクルートセンター・
田村サポートセンター設置・運営事業）   【61百万円（46百万円）】

〇事業番号：４９（移住・定住促進事業）
・相談窓口等体制整備事業 【41百万円（30百万円）】

○事業番号：１０（都市防災推進事業）
・復興まちづくり地区公共施設整備事業

【996百万円（747百万円）】

〇事業番号：４９（移住・定住促進事業）
・移住・定住窓口のワンストップ化事業  【24百万円（18百万円）】

双葉町

○事業番号：１４(公立学校施設整備費国庫負担事業)
・義務教育学校整備事業（校舎の新増築） 双葉町 《新規》

【59百万円（45百万円）】
・義務教育学校整備事業（屋内運動場の新増築） 双葉町《新規》

【26百万円（20百万円）】
○事業番号：１５（学校施設環境改善事業）
義務教育学校整備事業（屋外環境） 双葉町《新規》

【29百万円（19百万円）】
○事業番号：３９（保育所等の複合化・多機能化推進事業）
・認定こども園整備事業《新規》     【31百万円（25百万円）】

○事業番号：４２（農業基盤整備促進事業）
・農業基盤整備促進事業《新規》 【50百万円（37百万円）】

〇事業番号：４９（移住・定住促進事業）
・双葉町移住・定住支援業務体制整備等事業

【57百万円（43百万円）】



【別紙２】

○事業番号：４０（農山村地域復興基盤総合整備事業）
・農業水利施設等保全再生事業 飯舘地区（基金型）

【658百万円（494百万円）】

○事業番号：４６（原子力災害被災地域産業団地等整備等支援事業）
・飯舘村産業団地整備事業 深谷地区

【901百万円（675百万円）】

〇事業番号：４９（移住・定住促進事業）
・飯舘村交流・移住・定住等促進支援事業 【70百万円（53百万円）】

飯舘村

○事業番号：１１（道路事業）
・復興拠点アクセス道路整備事業(基金型）

【1,738百万円（1,347百万円）】
・福島県道路整備事業（原町川俣線）（基金型）

【4,252百万円（3,295百万円）】

○事業番号：１３（都市公園事業）
・復興祈念公園整備事業（基金型） 【1,449百万円（1,087百万円）】

○事業番号：３６（児童福祉施設等整備事業）
・児童福祉施設等整備事業《新規》 【184百万円（99百万円）】

○事業番号：４０（農山村地域復興基盤総合整備事業）
・復興整備実施計画 田尻南地区《新規》 【20百万円（20百万円）】
・農業水利施設等保全再生事業 福島（対策工）地区《新規》

【38百万円（38百万円）】
・水利施設整備事業 横川地区《新規》 【10百万円（8百万円）】
・農地防災事業 目倉沢第１地区《新規》 【25百万円（19百万円）】
・農地防災事業 目倉沢第２地区《新規》 【25百万円（19百万円）】
・農地防災事業 上ノ原地区《新規》 【25百万円（19百万円）】
・農地防災事業 沢目第１地区《新規》 【25百万円（19百万円）】
・農地防災事業 沢目第２地区《新規》 【25百万円（19百万円）】
・農地防災事業 堤上第１地区《新規》 【25百万円（19百万円）】
・農地整備事業 小高北部地区《新規》 【180百万円（135百万円）】
・農地整備事業 下羽鳥地区《新規》 【132百万円（99百万円）】
・農地整備事業 請戸地区《新規》 【197百万円（153百万円）】
・農地整備事業 鹿島西部地区（基金型）  【708百万円（548百万円）】
・農地整備事業 西真野地区（基金型）  【580百万円（435百万円）】
・農地整備事業 高平中部地区（基金型）

【1,768百万円（1,326百万円）】
・農地整備事業 深野南地区（基金型）   【1,121百万円（869百万円）】
・農地整備事業 小屋木地区（基金型） 【964百万円（723百万円）】
・農地整備事業 加倉地区（基金型）  【862百万円（668百万円）】
・農地整備事業 村上福岡地区（基金型）  【934百万円（700百万円）】
・農地整備事業 浪江南地区（基金型） 【500百万円（388百万円）】
・農地整備事業 上飯樋地区（基金型） 【531百万円（411百万円）】
・農地整備事業 山下地区（基金型）  【506百万円（392百万円）】
・中山間地域総合整備事業 川内地区（基金型）

【638百万円（495百万円）】
〇事業番号：４９（移住・定住促進事業）
・避難地域への移住促進事業 【1,371百万円（1,028百万円）】

福島県

葛尾村

浪江町

○事業番号：８（福島復興再生拠点整備事業）
・一団地の復興再生拠点市街地形成施設事業(基金型)

【1,041百万円（781百万円）】
・一団地の復興再生拠点市街地形成施設事業（浪江駅西側地区）
《新規》 【182百万円（136百万円）】

○事業番号：２０(水道施設整備事業)
・水道施設等整備事業 【1,322百万円（881百万円）】

○事業番号：３９（保育所等の複合化・多機能化推進事業）
・認定こども園整備（増築）事業（保育所等の複合化・多機能化）
《新規》   【471百万円（320百万円）】

○事業番号：４７（原子力災害被災地域事業所整備等支援事業）
・産学官連携施設整備事業 【2,571百万円（1,929百万円）】

〇事業番号：４９（移住・定住促進事業）
・浪江町起業家呼び込み・育成事業 【132百万円（99百万円）】

〇事業番号：４９（移住・定住促進事業）
・移住定住・総合支援センター開設・運営事業

【38百万円（29百万円）】



福島再生加速化交付金（第６４回）《帰還・移住等環境整備（第５０回）》
交付可能額通知対象事業一覧

事業番号 事 業 名

５ 福島再生賃貸住宅整備事業

７ 福島再生賃貸住宅用地取得造成事業

８ 福島復興再生拠点整備事業

１０ 都市防災推進事業（都市防災総合推進事業）

１１ 道路事業（面整備事業と一体的に施行すべきアクセス道路等）

１３ 都市公園事業

１４ 公立学校施設整備費国庫負担事業

１５ 学校施設環境改善事業（公立学校の耐震化等）

１７ 埋蔵文化財発掘調査事業

１９ 生活環境向上支援事業

２０ 水道施設整備事業

２２ 放射線測定装置・機器等整備支援事業

２３ 個人線量管理・線量低減活動支援事業

【別紙３】



事業番号 事 業 名

２４ 相談員育成・配置事業

２５ 保健衛生施設等施設・設備整備事業

２６ 被災者生活支援事業

３６ 児童福祉施設等整備事業

３７ 子育て支援のための拠点施設整備事業

３９ 保育所等の複合化・多機能化推進事業

４０ 農山村地域復興基盤総合整備事業

４２ 農業基盤整備促進事業

４３ 被災地域農業復興総合支援事業（農業用施設整備等）

４５ 木質バイオマス施設等緊急整備事業

４６ 原子力災害被災地域産業団地等整備等支援事業

４７ 原子力災害被災地域事業所整備等支援事業

４９ 移住・定住促進事業

（※）各事業メニューの詳細については、復興庁HPをご参照下さい。
URL：https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-17/sub-cat1-17-1/20140314171345.html



復
興
庁

（１）対象区域

避難指示を受けた12市町村等

（２）主な交付対象事業

① 生活拠点整備

災害公営住宅、再生賃貸住宅、道路、小中学校・幼

稚園、市街地等の整備

② 生活環境向上対策

水道施設整備、井戸掘削等

③ 健康管理・健康不安対策

モニタリングポスト整備、個人線量管理、相談員

配置

④ 社会福祉施設整備

介護施設、児童福祉施設、保育所等の整備

⑤ 農林水産業再開のための環境整備

農地・農業用施設、畜産施設、木質バイオマス施

設等の整備

⑥ 商工業再開のための環境整備

産業団地、貸事業所等の整備

⑦ 移住等の促進

自治体支援事業、移住支援事業、起業支援事業

避難指示等を受けた12市町村等において、県・12市町
村等が実施する、住民の帰還や新たな住民の移住・定住
の促進を図るための環境を整備する事業（住民の生活拠
点等の整備、健康管理・健康不安対策、営農・商工業再
開に向けた環境整備、移住等の促進に資する施策）を支
援する。

福島再生加速化交付金
（帰還・移住等環境整備）

事業概要 事業イメージ・具体例

資金の流れ

避難指示等に伴い住民が避難したこと等により復興・
再生に遅れが生じている地域に対して、それぞれの地域
の復興・再生のための事業をそれぞれの地域が自主的・
主体的に実施することを支援することにより、避難住民
の早期帰還を促進するとともに、新たな住民の移住の促
進や交流・関係人口の拡大など、新たな活力を呼び込む
ことで、地域の再生を加速化させる。

目的・期待される効果

県・12市町村等各
府
省
庁

交付

（注）県を通じた市町村への間接補助、市町村を通じた民間事業者への間接補助も一部あり

※ 別途、震災復興特別交付税による地方負担軽減措置あり

移替え 交付

【別紙４】



（別添２）

記 者 発 表 資 料

令和７年４月１日

復 興 庁

福島再生加速化交付金（第６４回）

《福島定住等緊急支援（福島健康不安対策事業）第６回》

の交付可能額通知について

「福島再生加速化交付金（福島定住等緊急支援（福島健康不安対策事業））」

について、以下のとおり交付可能額を通知します。

１．交付可能額

事業費：１９９百万円 国費：１９９百万円 

※福島県に対する交付可能額。

※計数は精査の結果、今後変動があり得ます。

２．交付対象事業

福島県において、新たな放射性薬剤の研究・開発を支援します。

《別紙資料》

・福島健康不安対策事業の概要

本件連絡先 

復興庁地方創生・万博・法制班  

多田、村田 

電話 ：０３－６３２８－０２３８ 



復
興
庁

福島県

※県民健康管理基金の積み増し

福島再生加速化交付金（福島定住等緊急支援（福島健康不安対策事業））

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

補助金（定額）

＜福島復興再生基本方針＞
○福島県立医科大学が推進する、放射線医学、最先端医療・診断や医

薬品等の研究開発の加速化に向けた支援を引き続き実施する。

○がん等の悪性腫瘍に対する
新たな治療薬として期待され
る、アスタチン（α線核種）を
用いた放射性治療薬の研究
開発を進める。

期待される効果

医療用中型サイクロトロン
α線ががん細胞を

攻撃しているイメージ

○令和７年度は、当該放射性
治療薬の臨床試験の実施
等を支援する。

○震災から１4年が経過してもなお、原子力災害に起因する放射線に
よる健康不安が根強い。

○未だ避難生活を余儀なくされている方々を中心に、健康リスクの低
減方策が喫緊の課題。

○健康不安の解消に向けて、万が一疾病が認められた場合、迅速
かつ最先端の治療を可能とする医療供給体制が不可欠であり、特
にがん等への不安を解消するための万全の備えが必要。

〇福島県立医科大学が実施する、アスタチンによる放射性治療薬の
研究開発を支援することにより、臨床現場での早期の治療実現を
図り、福島県における健康不安の解消、健康面の安全・安心の確
保に直接寄与する。

○浜通り等医療機関での画期的先端治療実現による医療基盤、地域経済への寄与

○県民の健康不安の解消

○放射線のプラス面の情報発信による風評被害の払拭、福島復興の国内外発信に貢献

○今後の福島国際研究教育機構における放射線科学・創薬医療分野の研究への寄与、

浜通り地域への研究者等呼込みによる定住・交流人口拡大

【別紙】



（別添３）

福島再生加速化交付金（第６４回） 

《福島定住等緊急支援【地域魅力向上・発信支援事業】 

（地域情報発信交付金）第１５回》の交付可能額通知について 

 「福島再生加速化交付金（福島定住等緊急支援【地域魅力向上・発信支援事業】）（地

域情報発信交付金）」について、本日、以下のとおり交付可能額を通知します。 

１．交付可能額 

事業費：１，６６８百万円 国費：８３４百万円 

※福島県及び４１市町村（６９事業）に対する交付可能額。市町村等別は別紙１のとおり。

※計数は精査の結果、今後変動があり得ます。

２．交付対象事業（計数は事業費（（ ）内は国費）） 

○地域の魅力向上・発信事業

①情報発信事業

・福島県等において、風評動向調査、体験等企画、情報発信コンテンツ作成及

びポータルサイト構築の取組を実施します。

《１，６２６百万円（８１３百万円）（県及び４１市町村６８事業）》 

②外部人材活用

・福島県において、企画立案のための外部人材の活用及び地域の語り部の育成

の取組を実施します

《４２百万円（２１百万円）（県１事業）》 

《別紙資料》 

・別紙１：福島再生加速化交付金（第６４回）《福島定住等緊急支援【地域魅力向上・発信支援事

業】（地域情報発信交付金）第１５回》市町村等別交付可能額 

・別紙２：地域情報発信交付金 第１５回事業概要

・別紙３：地域情報発信交付金の概要

 記 者 発 表 資 料

令和７年４月１日

復 興 庁 

本件連絡先 

復興庁風評リスコミ・広報班 

栗林、竹内、中原 

電 話：０３－６３２８－０２４８ 



【別紙１】

（単位：百万円）
県及び市町村名 事業費 交付可能額【国費】

福島県 739 369

福島市 11 6

会津若松市 5 2

郡山市 20 10

いわき市 50 25

白河市 20 10

須賀川市 10 5

喜多方市 20 10

相馬市 32 16

二本松市 13 7

田村市 25 13

南相馬市 45 22

伊達市 20 10

桑折町 20 10

国見町 10 5

川俣町 50 25

大玉村 18 9

鏡石町 20 10

天栄村 10 5

檜枝岐村 17 9

只見町 20 10

南会津町 20 10

北塩原村 20 10

西会津町 20 10

磐梯町 11 6

猪苗代町 3 2

昭和村 20 10

会津美里町 6 3

矢吹町 5 3

棚倉町 9 5

塙町 7 4

玉川村 18 9

平田村 9 5

三春町 15 8

広野町 22 11

楢葉町 47 23

富岡町 38 19

大熊町 22 11

浪江町 50 25

葛尾村 50 25

新地町 50 25

飯舘村 49 24

合計 1,668 834

福島再生加速化交付金（第64回）《福島定住等緊急支援【地域魅力向上・
発信支援事業】（地域情報発信交付金）第15回》市町村等別交付可能額

　注) 計数は精査の結果、今後変動があり得ます。
端数処理により、合計と一致しない場合があり得ます。



①情報発信事業
○ 地元産品や観光名所といった地域の魅力を発信するイベント等、福島の各自治体が企画・実施する風評払拭に向けた取組を支援。
○ 第15回事業では、県及び41市町村の69事業(事業費約1,668百万円(国費約834百万円))について、交付可能額を通知。

地域情報発信交付金 第15回事業概要
福島再生加速化交付金（福島定住等緊急支援【地域魅力向上・発信支援事業】）

Ａ 地域の魅力向上・発信事業

【別紙2】

①情報発信事業

②外部人材活用

にほんまつ魅力発信事業／二本松市

首都圏の観光地に菊花（千輪咲）を展示。
展示期間中にチラシ等を用いて二本松市のＰ
Ｒを実施するとともに、風評動向調査を実施す
る。
また、インフルエンサーを二本松市に招へいし、
市内観光地を取材してもらい、二本松市の魅
力や安全性についてＳＮＳ等を通じて情報発
信する。

ⅰ）風評動向調査
ⅱ）体験等企画実施
ⅲ）情報発信コンテンツ作成

楢葉町産品魅力発信事業／楢葉町

特産品である「さつまいも」「ゆず」のＰＲや福
島産品の風評払拭を目的に、NARAHAアンバ
サダーが出演するCMを作成し、首都圏JRの駅
構内等にあるクロスステーションのモニター広告に
て、CM放映を実施する。
また、町産品の魅力発信・風評払拭を図るた
め、県外のイベント等において、楢葉町産品を
使用した「干し芋」、「楢葉の風（日本酒）」、
「ゆずポン酢」の試食・販売を実施する。

ⅱ）体験等企画実施
ⅲ）情報発信コンテンツ作成

南会津町魅力発信事業／南会津町

「GI南会津」の指定、日本の酒造りがユネスコ
無形遺産に登録された事から、海外で知名度・
信頼性向上による需要増が見込めるため、東
南アジアに影響力があり、福島産食品の輸入
規制が撤廃されたシンガポールで飲食店関係
者、酒取り扱いバイヤー等を対象に南会津町の
地酒と食材を使用したペアリングイベントを実施。
また、インフルエンサーにより年間を通して南会
津町の魅力や食のおいしさ、安全性について情
報発信し、風評払拭と誘客促進を図る。

ⅱ）体験等企画実施

ふくしまの語り部人材育成・活動強化事業／福島県

持続可能な震災伝承の体制構築を図るほか、一般を対象とした育成講座、語り部の英語・中国語講座の実施、語り部派遣数を拡大する。
また、高校における語り部活動の成果や、震災関連学習をまとめたリーフレットを作成・配布し、県内高校生の語り部活動について広く情報発信する。

ⅱ）地域の語り部の育成



復興庁○福島県の本格的な復興・創生に向けては、今もなお続く
風評を払拭することが重要であり、特に、「ALPS処理水
の処分に関する基本方針」が決定された中で、処理水に
かかる風評を抑止する必要がある。

〇そのためには、国内外に向けて国による科学的根拠に基
づく正しい情報の発信に加え、市町村等自らが継続的に
地域の取組・魅力等を発信し続けていくことが効果的で
ある。

○ 風評の影響は地域によって様々であり、また地域の復興
の進捗状況や情報発信体制にも差があるところ。それら
を踏まえ、市町村等が自らの創意工夫によって必要な取
組を企画・実施することが重要。

○このため、市町村等が自らの創意工夫によって地域の復
興・創生に向けた取組や食品等の安全性等について理解
を深めるための情報発信やイベントの実施等を継続的に
取り組む環境整備について支援し、継続的に発信できる
基盤を整えるとともに風評の払拭を図る。

目的・事業概要

事業イメージ

資金の流れ

○地域の魅力等の情報発信を持続的に実施できる体制づく
り及び福島県産品等への風評払拭を促進することにより、
福島の復興・再生を加速することが期待される。

期待される効果

各市町村
県

（１）対象自治体

福島県内の全市町村（59市町村）及び福島県

（２）事業メニュー
Ａ 地域の魅力向上・発信事業

①【情報発信事業】

ⅰ)風評動向調査、ⅱ)体験等企画実施、

ⅲ)情報発信コンテンツ作成、ⅳ)ポータルサイト構築

②【人材活用事業】

ⅰ)企画立案のための外部人材の活用、

ⅱ)地域の語り部の育成

Ｂ 関連施設の改修

地域の魅力向上・発信事業と一体的に行うための関連施設
の改修

（３）交付率 1/2※

※ただし、交付限度額と比較していずれか低い額

（別途、震災復興特別交付税による地方負担軽減措置あり）

福島再生加速化交付金（福島定住等緊急支援【地域魅力向上・発信支援事業】）

地域情報発信交付金

【別紙３】



 （別添４） 

福島再生加速化交付金（第６４回） 

《既存ストック活用まちづくり支援 第１１回》 

の交付可能額通知について 

「福島再生加速化交付金（既存ストック活用まちづくり支援）」につ

いて、本日、以下のとおり交付可能額を通知します。 

１．交付可能額 

事業費：１百万円 国費：１百万円 
※２市町（２事業）に対する交付可能額。

※計数は精査の結果、今後変動があり得ます。

２．交付対象事業 

南相馬市及び川俣町において、空き家のインスペクションを行います。 

【南相馬市】 

小高区・原町区の一部地域において空き家のインスペクションを実施。 

《0.45(百万円)》 

【川俣町】 

  川俣地区や小綱木地区等において空き家のインスペクションを実施。 

  《0.64（百万円）》 

《別紙資料》

・別紙：既存ストック活用まちづくり支援事業の概要

 記 者 発 表 資 料

令和７年４月１日

復 興 庁 

本件連絡先 

復興庁制度班 

名須川、向野 

電話：０３－６３２８－０２５０ 



既存ストック活用まちづくり支援事業

（１）対象地域・団体

（２）対象費用
① 建物状況調査（インスペクション）に要する費用
② 既存ストックの有効活用による公的施設の整備に
 要する費用

③ 官民連携プラットフォームの構築・運営及び官民連
携プラットフォームにおける既存ストック活用方策
の検討に要する費用

④ プラットフォームの検討に基づく社会実験に要する
費用

（３）補助率
① 定額（上限15万円／件）
② ３／４
③ 定額（上限2,000万円）
④ ３／４（１事業あたり１年間に限る。）

復興庁

12市町村※

○ 避難指示解除区域や特定復興再生拠点区域等の復
興・再生のまちづくりのさらなる進展を図るために、
原子力災害による避難指示等に伴って発生した空き
地・空き家等の既存ストックを有効かつ適切に活用す
る場合に必要な取組を支援する。

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

○ 既存ストックの有効活用による公的施設の整備に加
えて、多様な人材が既存ストックの利活用による賑わ
い・魅力の創出について検討・協議する場の立上げ、
試行実証等を支援する。

これにより、官民連携による既存ストック活用のエ
リアマネジメントの自立・自走を促進し、避難指示解
除区域や特定復興再生拠点区域等の復興・再生のまち
づくりを加速させることが期待できる。

期待される効果

事
業

対象地域・交付団体 事業実施主体

①
②

・被災12市町村
・被災12市町村
・帰還・移住等環境整備推進法人

③
④

・復興拠点６町村
・復興拠点６町村
・帰還・移住等環境整備推進法人
・プラットフォームを構成する者（④のみ）

12市町村※
帰還・移住等
環境整備推進

法人等

※一部事業メニューについては復興拠点６町村のみが対象
※事前に既存ストックに関する実態調査を行った場合に限る

別紙



（別添５）

福島再生加速化交付金（第６４回）《浜通り地域等産業発展 

環境整備事業第５回》の交付可能額通知について 

「福島再生加速化交付金（浜通り地域等産業発展環境整備事業）」に

ついて、本日、以下のとおり交付可能額を通知します。 

１．交付可能額 

事業費 ４８９百万円、国費 ２４４百万円 
※福島県に対する交付可能額。

※計数は精査の結果、今後変動があり得ます。

２．交付対象事業 

福島県において、イノベ構想の取り組みに関する情報発信や交流人口

や関係人口の拡大に向けた事業を実施するとともに、浜通り地域等での

イノベーション創出を促進するための起業・創業を支援します。

《別紙資料》

・別紙１：福島再生加速化交付金（第６４回）≪浜通り地域等産業発展環境整備事業）（第５回）≫市町村等別交付可能額

・別紙２：福島再生加速化交付金（浜通り地域等産業発展環境整備事業）事業の概要

記 者 発 表 資 料

令和７年４月１日

復 興 庁 

本件連絡先 

復興庁経済産業班 

大木、山岸、大越、齊藤 

電話：０３－６３２８－０２４２ 



【別紙１】

福島再生加速化交付金（第６４回）≪浜通り地域等産業発展環境整

備事業（第５回）≫市町村等別交付可能額 

（単位：百万円） 

県及び市町村名 事業費 交付可能額【国費】

福  島  県 ４８９ ２４４

計 ４８９ ２４４

注）計数は精査の結果、今後変動があり得ます。 



○「第２期復興創生期間」以降における東日本大震災か
らの復興の基本方針(抄)

④福島イノベーション・コースト構想を軸とした産業集積等
・地域への波及効果が大きい企業等の立地や創業、地元
企業や地方公共団体等の多様な主体による研究開発や実
証、戦略的な知的財産の取得と活用等を促進する。また、
地域の優位性を高めるための規制緩和等を行うとともに、
起業の多様な資金需要への対応や専門家によるハンズオ
ン支援に係る関係機関の連携体制を構築し、地域のイノ
ベーション創出につなげるための総合的なビジネス創出支
援を継続的に進める。
（P14 1.(2)④）

〇福島イノベーション・コースト構想の具現化に向けて、
交流人口拡大、関係者の連携強化に係る新たな産業の
創出や産業集積の活性化に資する取組について、福島
県が行う調査から実証までの取組について、一貫した
支援を実施することで、同構想の加速化及び地元の復
興・再生に寄与することを目的とする。

福島再生加速化交付金（浜通り地域等産業発展環境整備事業）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ
○浜通り地域等において、新たな事業展開や起業・創業を
支援する環境を整備し、構想の認知度を高める。
○福島イノベーション・コースト構想に関する具体的取組
が記載された福島復興再生計画の期間が令和７年度末であ
り、それを踏まえた施策の評価、見直しを行う予定。

期待される効果

復
興
庁

福
島
県

(公財)福島イノ
ベーション・コースト
構想推進機構

〇福島イノベーション・コースト構想を推
進するため、以下の事業を実施。

Ⅰ．浜通り地域等における交流人口、
関係人口拡大推進事業

・福島イノベーション・コースト構想の取組
について、国内外への情報発信を行う
などによりイノベ構想の拠点等への
来訪を促す。

Ⅱ．地域イノベーション創出事業
・イノベ拠点の活動の順次開始等を踏ま
え、浜通り地域等での起業・創業に繋が
るアイデアの掘り起こし、専門家による
ハンズオン支援、試作品製造等の助成、
関係機関の連携した支援体制の構築等
を実施。

1
（国費1/2
＋県1/2）

（委託）

（補助（３／４
（一部４／５））

実施事業者

【別紙２】



福島再生加速化交付金（第６４回） 

《水産業共同利用施設復興促進整備事業（第９回）》の交付可能額通知について 

「福島再生加速化交付金(水産業共同利用施設復興促進整備事業)」について、
本日、以下のとおり交付可能額を通知します。 

１．交付可能額 

事業費：４７２百万円 国費：３５０百万円 
※１市１町（３事業）に対する交付可能額。市町村等別は別紙１のとおりです。

※計数は精査の結果、今後変動があり得ます。

２．交付対象事業（計数は事業費（（ ）内は国費）） 

 相馬市において、防鳥施設の整備を行います。 
《９百万円（６百万円）（１事業）》 

 相馬市において、畜養施設の整備を行います。 
《４４百万円（３０百万円）（１事業）》 

 浪江町において、さけふ化施設及び採捕施設等の整備を行います。 
《４１８百万円（３１４百万円）（１事業）》 

《別紙資料》 
・別紙１：福島再生加速化交付金（第６４回）《水産業共同利用施設復興促進整備事業（第９回）》市町村等別交付可

能額 
・別紙２：福島再生加速化交付金の概要

（別添６） 

 記 者 発 表 資 料 

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 

復 興 庁 

本件連絡先：復興庁 農林水産・営農再開支援班 

担当：北川、原 

電話：０３－６３２８－１１１１（内線３０９６、３１４８） 



【別紙１】 

福島再生加速化交付金（第６４回） 

《水産業共同利用施設復興促進整備事業（第９回）》 

市町村等別交付可能額 

  （単位：百万円） 

市町村名 事業費 交付可能額【国費】 

相 馬 市 ５４ ３７ 

浪 江 町 ４１８ ３１４ 

計 ４７２ ３５０ 

注）計数は精査の結果、今後変動があり得ます。 

端数処理により、合計と一致しない場合があり得ます。 



復興庁

（１）補助対象

① 水産加工流通施設の衛生機能の高度化等を図る施設の
整備

② 種苗生産機能の効率化・高度化等を図る施設の整備
（２）対象地域：福島県の原災被災12市町村及び沿海市町村
（３）交付団体：福島県又は市町村

（４）事業実施主体：福島県、市町村、民間団体

（５）基本国費率等

（地方公共団体）国：1/2、地方公共団体：1/2

（民間団体）国：1/2、地方公共団体3/8、民間団体：1/8
※別途、地方負担軽減措置あり

○福島県の漁業は、原発事故による原子力災害の影響によ
り、長らく出荷制限が続き、震災前の状況より大きく低迷し
ているところ。

○本格的な水産業の復興に向け、原子力災害の影響を受け
ている地域において実施する水産業共同利用施設等の整
備に対する支援を行っていく必要がある。

福島再生加速化交付金

（水産業共同利用施設復興促進整備事業）
令和７年度当初予算額 ３.５億円【復興】

（令和６年度当初予算額 1７.２億円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

○福島県の漁業・水産業を支援するため、荷さばき
施設、水産加工処理施設等の整備を行うことによ
り、事業対象地域に漁業・水産業の体制整備が進
み、漁業者等の再建が加速することが期待される。

期待される効果

県・各市町村

予算の移替え

農水省

荷さばき施設

水産加工処理施設

作業保管施設

さけ・ます種苗生産施設

【別紙２】
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